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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 純資産の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 19,007 14,090 12,134 37,093 33,515

経常利益 (百万円) 105 570 834 1,189 1,984

中間(当期)純利益または
中間(当期)純損失(△）

(百万円) △ 1,435 313 523 △ 902 845

純資産額 (百万円) 5,570 6,567 6,183 6,176 5,933

総資産額 (百万円) 48,052 44,802 43,777 44,179 43,357

１株当たり純資産額 (円) 130.63 154.03 142.19 144.85 138.55

１株当たり中間(当期)純
利益または中間(当期)純
損失(△）

(円) △ 33.67 7.35 12.29 △ 21.17 19.20

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.6 14.7 13.8 14.0 13.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 1,047 △ 1,676 △2,378 3,933 6,421

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △ 1,243 △ 257 △1,398 △ 1,340 △ 1,235

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,283 1,421 3,486 △ 2,917 △ 4,797

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 1,501 671 1,282 1,184 1,572

従業員数 
(外、平均臨時雇用者)

(人)
310
(318)

376
(289)

425
(253)

307
(321)

399
(264)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」および「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

４ 純資産の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

営業収益 (百万円) 17,273 11,920 10,328 32,541 28,715

経常利益 (百万円) 166 512 977 1,064 1,897

中間(当期)純利益または
中間(当期)純損失(△)

(百万円) △ 1,416 298 569 △ 937 813

資本金 (百万円) 2,140 2,140 2,140 2,140 2,140

発行済株式総数 (株) 42,800,000 42,800,000 42,800,000 42,800,000 42,800,000

純資産額 (百万円) 5,503 6,430 5,952 6,055 5,778

総資産額 (百万円) 45,566 43,341 41,600 42,425 41,176

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 12.1 14.8 14.3 14.3 14.0

従業員数 
(外、平均臨時雇用者)

(人)
227
(247)

286
(216)

320
(191)

221
(253)

299
(191)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合はありません。 

なお、労使関係については円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

不動産販売業 309 [130]

土地建物賃貸業 52 [ 46]

広告業ほか 13 [ 65]

全社（共通） 51 [ 12]

合計 425 [253]

従業員数(人) 320 [191]



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、引き続き好調な企業収益を背景として企業の設備投資の拡大や雇

用環境の改善が見られるなど、景気は安定した回復を続けております。 

不動産業界においては、都心部をはじめとして地価は上昇傾向にあり、新築マンション市場では、供給

数は減少したものの、販売価格や住宅ローン金利の先高観から契約率については好調に推移し、オフィス

ビル市場においても、オフィス拡張意欲の高まりが続き、空室率の低下が賃料を押し上げた一方、都心部

を中心とした住宅用地や収益物件の激しい獲得競争が続きました。 

このような状況の中、当社グループでは、営業利益率の向上を最優先に、優良な収益物件の取得および

「プロパティマネジメント事業」の拡大を図ったことに加え、全事業において積極的な営業活動を展開す

るとともに、経費削減等による経営効率の向上を図りました結果、当中間連結会計期間の営業収益は１２

１億３４百万円（前年同期比１９億５５百万円減、１３.９％減）、経常利益では８億３４百万円（前年

同期比２億６４百万円増、４６．４％増）、中間純利益では５億２３百万円（前年同期比２億１０百万円

増、６７．１％増）となりました。 

なお、顧客満足の更なる充実を目指して(株)小田急ハウジングに委託していたアフターサービス業務を

平成１８年６月２９日付で当社へ移管し、当社が直接アフターサービス業務を実施する体制に改編しまし

た。 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

①不動産販売業 

土地建物販売業におきましては、「小田急コートアベニュー狛江南」（東京都狛江市）および「町田や

くし台Hearty Hill第１６期」（東京都町田市）等の戸建住宅等を販売したことに加え、「タンタタウン

アルボの丘 向陽台」（東京都稲城市）等のマンションの引渡しを行い、不動産仲介業では、仲介店舗の

リニューアル・移転等増収策を講じるとともに、法人営業部門における営業を積極的に展開いたしました

結果、建築請負工事を含めた売上高は７５億６６百万円（前年同期比２０.１％減）となりました。 

  

②土地建物賃貸業 

土地建物賃貸業におきましては、自社所有物件として「ペアレンツビル」（東京都渋谷区）を取得した

ことに加え、「厚木ハピネスビル」（神奈川県厚木市）、「パシフィックリビュー神田東」（東京都千代

田区）のプロパティマネジメント業務を新規受託しました。また、既存賃貸ビルの改修等により保有資産

の競争力を確保し、稼働率および賃料水準の維持・向上を図るなど、積極的な営業活動を実施いたしまし

た結果、その他の管理受託料を含めた営業収益は３６億７百万円（前年同期比０.５％減）となりまし

た。 

  

③広告業ほか 

広告業では、駅改良工事等の影響に対応すべく、新規広告媒体の設置に努めましたほか、保険代理業に

おいては、当社他事業との連携を図り、積極的な営業活動を実施いたしました結果、事業施設業およびリ

ース業を含めた営業収益は９億６０百万円（前年同期比３.３％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 



当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物は１２億８２百万円となり、前中間連

結会計期間末と比べて６億１０百万円（対前年同期比９０．９％増）の増加となりました。 

 当中間連結会計期間末における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、新規販売用不動産の取得等に伴うたな卸資産の増加額１６億６

３百万円および建設工事費の支払い等に伴う仕入債務の減少額１８億９０百万円等により２３億７８百万

円の資金の減少となりました。（前年同期は、１６億７６百万円の資金の減少） 

 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、新規事業用資産等の有形固定資産取得による支出額１３億８１

百万円等により１３億９８百万円の資金の減少となりました。（前年同期は、２億５７百万円の資金の減

少） 

 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金を調達したことなどにより３４億８６百万円の資金

の増加となりました。（前年同期は、１４億２１百万円の資金の増加） 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループにおいては受注生産形態をとらない事業活動がほとんどであり、生産実績および受注実績

について記載は行っておりません。 

当中間連結会計期間における販売状況を事業のセグメントごとに示すと次のとおりであります。 

  

 
      (注)１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

      ２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

不動産販売業

土地売上高
(販売面積(㎡))

164
(679.84)

△42.8

戸建住宅売上高
(販売戸数(戸))

3,974
(64)

△45.9

マンション売上高
(販売戸数(戸))

2,316
(76)

129.0

その他の収入 1,110 36.1

計 7,566 △20.1

土地建物賃貸業

ビル・マンション収入 3,149 2.1

その他の収入 457 △15.4

計 3,607 △0.5

広告業ほか

広告収入 780 △3.8

スポーツ施設収入 112 △5.5

その他の収入 67 7.1

計 960 △3.3

合計 12,134 △13.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

 当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(名)建物及び構

築物
機械装置及
び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

ペアレンツビル
 (東京都渋谷区)

土地建物 
賃貸業

賃貸用ビル 390 1 
420

(558.87)
0 813 ―

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法
取得の
予定年月総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
ファイブアネックス
(東京都渋谷区)

土地建物 
賃貸業

賃貸用ビル 1,405 285
自己資金 
および借入金

平成18年
10月

提出会社
コムスンホーム西国分寺
(東京都国分寺市)

土地建物 
賃貸業

賃貸用
マンション

770 78
自己資金 
および借入金

平成18年
10月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月12日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 42,800,000 42,800,000
東京証券取引所
（市場第一部）

―

計 42,800,000 42,800,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年９月30日 ― 42,800,000 ― 2,140 ― 538



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
（注） １ 上記10名の株主が当中間会計期間末現在において、上記のほか信託業務等に係り保有する株式数について

は、その確認ができませんので、上記の所有株式数には含めておりません。 

    ２ 株式会社三菱UFJフィナンシャル・グループ等から連名にて平成17年11月15日付で提出された大量保有報

告書により、平成17年10月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、平成18年９

月30日現在の株主名簿等と相違するものがありますので、上記「大株主の状況」は株主名簿にもとづいて記

載しております。 

 
なお、同社から平成18年２月15日付で提出された大量保有報告書にて、株式会社東京三菱銀行から株式会社三菱東京

UFJ銀行に商号変更した報告を受けております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木二丁目２８番１２号 20,586 48.10

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目１３番１号 2,074 4.85

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,267 2.96

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 1,227 2.87

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋三丁目５番１２号 966 2.26

株式会社みずほコーポレート銀
行

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 893 2.09

住友信託銀行株式会社 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番３３号 861 2.01

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（三井アセット信
託銀行再信託分・ＣＭＴＢエク
イティインベストメンツ株式会
社信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番１１号 860 2.01

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 755 1.76

小田急商事株式会社 東京都世田谷区経堂二丁目１番３１号 698 1.63

計 ― 30,189 70.54

氏名又は名称 住所
所有株 
式数 

（千株）

発行済株式総数 
に対する所有株 
式数の割合(％)

 株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,267 2.96

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,146 2.68

三菱UFJ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 13 0.03

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 32 0.07



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含まれてお

ります。 

２ 「単元未満株式」には当社が所有する自己株式276株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あ

ります。なお、当該株式は、「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式 40,000

― ―

（相互保有株式）
普通株式 264,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式 
   42,210,000

42,210 ―

単元未満株式 普通株式 286,000 ― ―

発行済株式総数        42,800,000
―

―

総株主の議決権 ― 42,210 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
小田急不動産株式会社

東京都渋谷区初台 
１丁目47番１号

40,000 － 40,000 0.09

（相互保有株式） 
株式会社小田急ハウジング

東京都渋谷区初台 
１丁目47番１号

264,000 － 264,000 0.62

計 ― 304,000 － 304,000 0.71

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 615 585 470 443 480 483

最低(円) 550 468 400 372 400 420



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)にもとづいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸

表規則にもとづき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間

連結財務諸表規則にもとづいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)にもとづいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則

にもとづき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等

規則にもとづいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定にもとづき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17

年９月30日まで)および当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財

務諸表ならびに前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)および当中間会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を

受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 671 630 1,072

２ 受取手形及び売掛金 525 417 474

３ 有価証券 ※2 10 10 10

４ たな卸資産 10,352 8,746 7,083

５ 繰延税金資産 1,153 1,097 1,446

６ その他 925 1,321 1,910

７ 貸倒引当金 △4 △2 △5

流動資産合計 13,633 30.4 12,220 27.9 11,992 27.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物 ※1.4 8,575 9,007 8,832

(2) 機械装置及び運搬具 ※1.4 159 153 153

(3) 土地 ※4 12,160 12,902 12,480

(4) その他 ※1.4 162 21,058 406 22,470 43 21,510

２ 無形固定資産 707 689 704

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 2,511 3,085 3,335

(2) 差入敷金保証金 6,178 4,725 5,224

(3) 繰延税金資産 168 187 185

(4) 再評価に係る繰延税金資産 154 ― ―

(5) その他 388 398 405

(6) 貸倒引当金 △0 9,402 △0 8,396 △0 9,150

固定資産合計 31,168 69.6 31,557 72.1 31,365 72.3

資産合計 44,802 100.0 43,777 100.0 43,357 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 1,991 2,264 4,154

２ 短期借入金 15,575 14,965 8,060

３ 未払法人税等 319 94 796

４ 預り金 1,560 2,220 2,281

５ 賞与引当金 303 339 464

６ 完成工事補償引当金 56 63 67

７ その他 2,919 3,235 3,511

流動負債合計 22,726 50.7 23,183 53.0 19,335 44.6

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 8,745 6,855 10,050

２ 繰延税金負債 275 360 467

３ 再評価に係る繰延税金負債 ― 1,253 1,253

４ 退職給付引当金 1,837 1,855 1,854

５ 役員退任慰労引当金 93 62 61

６ 受入敷金保証金 4,363 3,997 4,200

７ 長期未払金 40 26 33

固定負債合計 15,356 34.3 14,411 32.9 17,920 41.3

負債合計 38,082 85.0 37,594 85.9 37,255 85.9

(少数株主持分)

  少数株主持分 151 0.3 ― ― 168 0.4

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,140 4.8 ― ― 2,140 4.9

Ⅱ 資本剰余金 538 1.2 ― ― 538 1.2

Ⅲ 利益剰余金 3,466 7.8 ― ― 3,998 9.3

Ⅳ 土地再評価差額金 △225 △0.5 ― ― △1,633 △3.8

Ⅴ その他有価証券評価差額金 680 1.5 ― ― 925 2.2

Ⅵ 自己株式 △32 △0.1 ― ― △35 △0.1

資本合計 6,567 14.7 ― ― 5,933 13.7

    負債、少数株主持分及び 
    資本合計

44,802 100.0 ― ― 43,357 100.0



 
  

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 2,140 ―

 ２ 資本剰余金 ― 538 ―

 ３ 利益剰余金 ― 4,282 ―

 ４ 自己株式 ― △37 ―

    株主資本合計 ― ― 6,924 15.8 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 ― 770 ―

 ２ 土地再評価差額金 ― △1,633 ―

    評価・換算差額等合計 ― ― △863 △2.0 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 122 0.3 ― ―

    純資産合計 ― ― 6,183 14.1 ― ―

    負債純資産合計 ― ― 43,777 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

  

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度 
要約連結損益計算書

( 自 平成17年４月１日 ( 自 平成18年４月１日 ( 自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日 ) 至 平成18年９月30日 ) 至 平成18年３月31日 )

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 14,090 100.0 12,134 100.0 33,515 100.0

Ⅱ 営業原価 11,615 82.4 9,409 77.5 27,435 81.9

営業総利益 2,474 17.6 2,725 22.5 6,080 18.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 1,778 12.7 1,789 14.8 3,844 11.4

営業利益 696 4.9 936 7.7 2,236 6.7

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 9 10 19

２ 受取配当金 19 11 22

３ 完成工事補償引当金戻入益 ― 4 ―

４ その他 16 45 0.3 6 32 0.3 34 76 0.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 136 122 254

２ その他 35 172 1.2 11 134 1.1 73 328 1.0

経常利益 570 4.0 834 6.9 1,984 5.9

Ⅵ 特別利益

１ 営業譲渡益 ― ― 23

２ 役員退任慰労引当金戻入益 ― ― ― ― ― ― 40 63 0.2

Ⅶ 特別損失

１ 販売用不動産評価損 ― ― 237

２ 固定資産除却損 ※2 ― ― 17

３ 債権売却損 ※3 ― ― 250

４ 役員退任慰労金 4 4 0.0 ― ― ― 4 509 1.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益

565 4.0 834 6.9 1,538 4.6

法人税、住民税及び事業税 212 6 924

法人税等調整額 23 236 1.7 347 353 2.9 △263 661 2.0

少数株主利益または 
少数株主損失(△)

16 0.1 △42 △0.3 32 0.1

中間(当期)純利益 313 2.2 523 4.3 845 2.5



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 538 538

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)残高 538 538

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 3,365 3,365

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間(当期)純利益 313 313 845 845

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 配当金 212 212

２ 役員賞与 0 213 0 213

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 3,466 3,998



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,140 538 3,998 △35 6,641

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △212 ― △212

 役員賞与 ― ― △27 ― △27

 中間純利益 ― ― 523 ― 523

 自己株式の取得 ― ― ― △1 △1

  株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― ― 284 △1 282

平成18年９月30日残高(百万円) 2,140 538 4,282 △37 6,924

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 925 △1,633 △708 168 6,101

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △212

 役員賞与 ― ― ― ― △27

 中間純利益 ― ― ― ― 523

 自己株式の取得 ― ― ― ― △1

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△155 ― △155 △46 △201

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△155 ― △155 △46 81

平成18年９月30日残高(百万円) 770 △1,633 △863 122 6,183



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

１ 税金等調整前中間(当期)純利益 565 834 1,538

２ 減価償却費 273 295 555

３ 貸倒引当金の増加額または減少額(△) 0 △2 2

４ 賞与引当金の増加額または減少額(△) △58 △124 101

５ 退職給付引当金の増加額または減少額(△) △17 1 △0

６ 役員退任慰労引当金の増加額または 

    減少額(△)
7 0 △24

７ 完成工事補償引当金の増加額または 

  減少額(△)
35 △4 46

８ 受取利息及び受取配当金 △29 △22 △42

９ 支払利息 136 122 254

10 販売用不動産評価損 ― ― 237

11 固定資産除却損 2 11 49

12 債権売却損 ― ― 250

13 売上債権の増加額(△)または減少額 △40 57 8

14 たな卸資産の増加額(△)または減少額 △661 △1,663 2,370

15 仕入債務の増加額または減少額(△) △1,132 △1,890 1,031

16 差入敷金保証金の減少額 217 498 991

17 受入敷金保証金の減少額 △5 △222 △169

18 その他 △378 532 150

小計 △1,084 △1,575 7,351

19 利息及び配当金の受取額 37 29 50

20 利息の支払額 △142 △125 △256

21 法人税等の支払額 △487 △707 △722

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,676 △2,378 6,421



 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日)

前連結会計年度

(自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１ 有形固定資産の取得による支出 △ 177 △ 1,381 △ 770

２ 無形固定資産の取得による支出 △ 14 △ 16 △ 26

３ 投資有価証券の取得による支出 ― ― △9

４ 投資有価証券の売却による収入 6 ― 6

５ 長期貸付金の回収による収入 16 2 18

６ 匿名組合出資金の払込による支出 △ 138 △ 13 △ 513

７ 匿名組合出資金の払戻による収入 23 1 41

８ その他 26 8 17 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 257 △ 1,398 △ 1,235

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 短期借入金の純増加額または純減少額(△) 5,445 6,205 △ 1,880

２ 長期借入れによる収入 1,500 ― 5,300 

３ 長期借入金の返済による支出 △ 5,305 △ 2,495 △ 7,990

４ 配当金の支払額 △ 214 △ 214 △ 213

５ その他 △ 3 △ 8 △ 13

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,421 3,486 △ 4,797

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額または減少額(△) △ 512 △ 290 388

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,184 1,572 1,184 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 671 1,282 1,572 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

連結子会社

 ㈱小田急ハウジング１社

であります。

連結子会社

同  左

連結子会社

同  左

非連結子会社

 該当ありません。

非連結子会社

同  左

非連結子会社

同  左

２ 持分法の適用に関

する事項

持分法適用関連会社 

 該当ありません。

持分法適用関連会社 

    同  左

持分法適用関連会社 

    同  左

持分法非適用関連会社

 ㈱小田急設計コンサルタ

ント１社であります。

持分法非適用関連会社

同  左

持分法非適用関連会社

同  左

持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、中

間純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金等(持分に

見合う額)に与える影響が軽

微であり、かつ全体として

も重要性が乏しいと判断し

たため、持分法を適用して

おりません。

持分法を適用しない理由

    同  左

持分法を適用しない理由

 持分法非適用会社は、当

期純損益(持分に見合う額)

および利益剰余金等(持分

に見合う額)に与える影響

が軽微であり、かつ全体と

しても重要性が乏しいと判

断したため、持分法を適用

しておりません。

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関

する事項

連結子会社の中間決算日と

中間連結決算日は一致して

おります。

同  左 連結子会社の事業年度末日

と連結決算日は一致してお

ります。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

①有価証券 

ａ．満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)

①有価証券

ａ．満期保有目的の債券

同  左

①有価証券

ａ．満期保有目的の債券

同  左

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

ｂ．その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責任

組合およびそれに類する組

合への出資(証券取引法第２

条２項により有価証券とみ

なされるもの)については、

組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な

最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

 時価のないもの

    同  左

 時価のないもの 

    同  左

②たな卸資産 

  個別法による原価法

②たな卸資産

 個別法による原価法（中

間連結貸借対照表価額は収

益性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

②たな卸資産

個別法による原価法



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

方法

①有形固定資産

  定率法

 ただし、賃貸用ビルおよ

びゴルフ練習場ならびに平

成10年４月１日以降取得し

た建物(附属設備を除く)に

ついては定額法

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

  建物   ４～50年

  構築物  ５～45年

  機械装置 ８～17年

①有形固定資産 

    同  左

 

  

 

 

①有形固定資産 

     同  左 

②無形固定資産

  定額法

 ただし、ソフトウェア

(自社利用)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法

②無形固定資産

同  左

②無形固定資産

同  左

(3) 重要な引当金の

計上基準

①貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては過去の貸倒実績率に

より算定した額を、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に評価した回収不

能債権額を計上しておりま

す。

①貸倒引当金

同  左

①貸倒引当金

同  左

②賞与引当金

 従業員の賞与支給にあて

るため、支給見込額を計上

しております。

②賞与引当金

同  左

②賞与引当金

同  左

③退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。

③退職給付引当金

    同  左

  

③退職給付引当金

 従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務およ

び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。



  

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

  過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

④役員退任慰労引当金

 当社は役員の退任慰労金

の支出に備えるため、役員

退任慰労金内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額

を計上しております。

④役員退任慰労引当金

    同  左

④役員退任慰労引当金

 当社は役員の退任慰労金

の支出に備えるため、役員

退任慰労金内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計

上しております。

⑤完成工事補償引当金

 完成工事に係る瑕疵担保

等の費用にあてるため、過

年度の実績を基礎として将

来の補償見込を加味して計

上しております。

⑤完成工事補償引当金

    同  左

⑤完成工事補償引当金

同  左

(4) 重要なリース取

引の処理方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同  左 

 

同  左

(5) その他(中間)連

結財務諸表作成

のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当中間連結会計

期間に負担すべき消費税等

は、期間費用に計上してお

ります。また、固定資産に

係る控除対象外の長期前払

消費税等は、５年間で均等

償却を行っております。

消費税等の会計処理

同  左

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当連結会計年度

に負担すべき消費税等は、

期間費用に計上しておりま

す。また、固定資産に係る

控除対象外の長期前払消費

税等は５年間で均等償却を

行っております。

５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算

書における資金の

範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書上の資金(現金

及び現金同等物)には、手

許現金および要求払預金の

ほか、取得日から３ヶ月以

内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない短期投資を計上し

ております。

同  左  連結キャッシュ・フロー

計算書上の資金(現金及び

現金同等物)には、手許現

金および要求払預金のほ

か、取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない短期投資を計上して

おります。



次へ 

会計処理の変更 

 
  

 表示方法の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

      ――――――――――

(棚卸資産の評価に関する会計基準)

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号)

が平成20年３月31日以前に開始する

連結会計年度に係る連結財務諸表か

ら適用できることになったことに伴

い、当中間連結会計期間から同会計

基準を適用しております。 

 この変更に伴う当中間連結会計期

間の損益に与える影響は軽微であり

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

   ――――――――――

    

   ――――――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間連結会計期間から「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準委員会 平

成17年12月９日 企業会計基準第５

号)および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は6,061百万円でありま

す。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結財務諸表は、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成し

ております。 

 

    

   ――――――――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（みなし有価証券） 

 「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用になったことおよび「金融商品会計に関す

る実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年

２月15日付で改正されたことに伴い、前中間連結会計期

間末では投資その他の資産の「匿名組合出資金」に含め

ていたみなし有価証券（前中間連結会計期間末600百万

円）を当中間連結会計期間末においては「投資有価証

券」に含めております。この変更により、投資有価証券

は714百万円増加しております。

 

        ――――――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,778百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,142百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,955百万円でありま

す。

(※2) 有価証券10百万円を営業保証

金として供託しております。

(※2) 有価証券10百万円を営業保証

金として供託しております。

(※2) 有価証券10百万円を営業保証

金として供託しております。

(3) 債務保証

――――――――――

 

(3) 債務保証

――――――――――

(3) 債務保証

  提携つなぎローン利用者の借入

債務31百万円に対する債務保証を

行っております。

(※4) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

(※4) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

(※4) 次の不動産信託に係るものが

含まれております。

 

建物及び構築物 1,130百万円

機械装置及び運搬具 14百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円
 

建物及び構築物 1,103百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円
 

建物及び構築物 1,115百万円

機械装置及び運搬具 0百万円

土地 2,771百万円

その他 0百万円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(※1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(※1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(※1) 販売費及び一般管理費の主要

な費目は次のとおりでありま

す。

(1) 販売費 (1) 販売費 (1) 販売費

 

給料・手当・賞与 289百万円

業務委託料 74百万円

広告宣伝費 290百万円

賞与引当金繰入額 128百万円

  退職給付費用    38百万円
 

給料・手当・賞与 349百万円

業務委託料 136百万円

広告宣伝費 171百万円

賞与引当金繰入額 136百万円

  退職給付費用    36百万円

給料・手当・賞与 679百万円

広告宣伝費 648百万円

賞与引当金繰入額 268百万円

退職給付費用 79百万円

(2) 一般管理費 (2) 一般管理費 (2) 一般管理費

 

役員報酬 90百万円

給料・手当・賞与 111百万円

賞与引当金繰入額 47百万円

退職給付費用 18百万円

役員退任慰労 
引当金繰入額

7百万円

    租税公課      33百万円
 

役員報酬 97百万円

給料・手当・賞与 132百万円

賞与引当金繰入額 62百万円

退職給付費用 18百万円

役員退任慰労
引当金繰入額

8百万円

    租税公課      22百万円

役員報酬 185百万円

給料・手当・賞与 237百万円

賞与引当金繰入額 118百万円

退職給付費用 38百万円

役員退任慰労
引当金繰入額

15百万円

租税公課 79百万円

(※2）

   ――――――――――

     

(※2）

   ――――――――――

(※2) 固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 4百万円

機械装置 13百万円

合計 17百万円

(※3）

   ――――――――――

(※3）

   ――――――――――

  

(※3）債権売却損は、一括借上ビル

の敷金返還請求債権譲渡損失で

あります。

   
  



次へ 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  4,184株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間末
株式数

普通株式(株) 42,800,000 ― ― 42,800,000

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数
当中間連結会計期間
増加株式数

当中間連結会計期間
減少株式数

当中間連結会計期間末
株式数

普通株式(株) 168,092 4,184 ― 172,276

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 212 5 平成18年３月31日 平成18年６月29日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(※1)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成17年９月30日現在）

(※1)現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

（平成18年９月30日現在）

(※1)現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

（平成18年３月31日現在）

 

現金及び預金勘定 671百万円

預け金 
（その他流動資産）

0百万円

現金及び現金同等物 671百万円
 

現金及び預金勘定 630百万円

預け金 
（その他流動資産）

651百万円

現金及び現金同等物 1,282百万円  

現金及び預金勘定 1,072百万円

預け金
（その他流動資産）

500百万円

現金及び現金同等物 1,572百万円



(リース取引関係) 

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有
権が借主に移転す
ると認められるも
の以外のファイナ
ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

機械装 

置及び 

運搬具

9 8 0

その他 240 163 77

合計 250 171 78

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

その他 

( 工 具

器具備

品)

155 112 42

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末 

残高 

相当額 

(百万円)

その他 

( 工 具

器具備

品)

172 113 58

 

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額
１年以内 43百万円
１年超 34百万円
合計 78百万円

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額
１年以内 24百万円
１年超 17百万円
合計 42百万円

(2) 未経過リース料期末残
高相当額
１年以内 34百万円
１年超 23百万円
合計 58百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料中間期末残高相当額」
は、未経過リース料中間期
末残高の有形固定資産中間
期末残高等に占める割合が
低いため、中間連結財務諸
表規則第15条において準用
する財務諸表等規則第８条
の６第２項の規定に基づ
き、「支払利子込み法」に
より算定しております。

同  左 なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料期末残高相当額」は、未
経過リース料期末残高の有
形固定資産期末残高等に占
める割合が低いため、連結
財務諸表規則第15条の３に
おいて準用する財務諸表等
規則第８条の６第２項の規
定に基づき、「支払利子込
み法」により算定しており
ます。

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

 

支払リース 
料

31百万円

減価償却費 
相当額

31百万円

支払リース
料

18百万円

減価償却費
相当額

18百万円

支払リース 
料

58百万円

減価償却費 
相当額

58百万円

(4) 減価償却費相当額の算
定方法
リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

２ 転貸リース取引

 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,579百万円
１年超 3,336百万円
合計 4,916百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,445百万円
１年超 2,445百万円
合計 3,890百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,488百万円
１年超 2,784百万円
合計 4,272百万円

 

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,579百万円
１年超 3,336百万円
合計 4,916百万円

 

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,445百万円
１年超 2,445百万円
合計 3,890百万円

 

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,488百万円
１年超 2,784百万円
合計 4,272百万円



前へ   次へ 

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ オペレーティング
  ・リース取引

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,446百万円
１年超 10,502百万円
合計 12,948百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,916百万円
１年超 9,804百万円
合計 12,721百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 3,153百万円
１年超 10,230百万円
合計 13,383百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 619百万円
合計 872百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 498百万円
合計 751百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 385百万円
１年超 558百万円
合計 944百万円

 なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。

なお、リース料の確定して
いないものについては、注
記金額に見積金額を含めて
おります。

なお、リース料の確定し
ていないものについては、
注記金額に見積金額を含め
ております。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 
  
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 10 9 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 9 0

２ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 1,725 1,147

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 1,725 1,147

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 67

②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
714

計 782



当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
  
１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

 
（注）減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間連結貸借

対照表計上額(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 10 10 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 0

２ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 1,878 1,299

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 1,878 1,299

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 64

②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
1,139

計 1,204



前へ 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  

 
(注)減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

  当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額 
(百万円)

① 国債・地方債等 10 10 0

② 社債 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 10 10 0

２ その他有価証券で時価のあるもの

区分
取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額 
(百万円)

① 株式 578 2,139 1,560

② 債券

国債・地方債等 ― ― ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

③ その他 ― ― ―

計 578 2,139 1,560

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(百万円)

①非上場株式 64

②投資事業有限責任組合および 

  それに類する組合への出資
1,128

計 1,192



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

 
  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

  

 
  

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

9,469 3,626 993 14,090 ― 14,090

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

11 16 ― 27 (27) ―

計 9,481 3,643 993 14,118 (27) 14,090

営業費用 9,205 2,991 664 12,861 532 13,394

営業利益 275 651 329 1,256 (560) 696

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

7,566 3,607 960 12,134 ― 12,134

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

9 16 ― 25 (25) ―

計 7,575 3,623 960 12,160 (25) 12,134

営業費用 7,044 2,966 631 10,642 555 11,198

営業利益 531 657 328 1,517 (581) 936

不動産 
販売業 
(百万円)

土地建物
賃貸業 
(百万円)

広告業
ほか 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

営業収益

(1) 外部顧客に
対する営業収益

24,318 7,237 1,959 33,515 ― 33,515

(2) セグメント間の内部
営業収益または振替高

49 35 ― 84 (84) ―

計 24,367 7,272 1,959 33,599 (84) 33,515

営業費用 22,765 6,067 1,349 30,182 1,097 31,279

営業利益 1,601 1,205 610 3,417 (1,181) 2,236



(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称 

事業区分は事業の内容を勘案して、次のとおり分類しております。 

 
  

２ 「消去又は全社」の項目に含めた金額および主な内容は以下のとおりです。 

  

 
  

３ 会計処理の変更 

(前中間連結会計期間) 

該当事項はありません。 

(当中間連結会計期間) 

「会計処理の変更」に記載のとおり、たな卸資産について、当中間連結会計期間より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を適用して

おりますが、各セグメントの営業損益に与える影響は軽微であります。 

(前連結会計年度) 

該当事項はありません。   

   

４ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18

年４月１日 至平成18年９月30日）および前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31

日） 

 本国以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

【海外営業収益】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18

年４月１日 至平成18年９月30日）および前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31

日） 

 海外営業収益がないため、該当事項はありません。 

  

不動産販売業 ：戸建住宅、マンションおよび宅地等の土地建物販売、仲介斡旋ならびに建築請負工事

土地建物賃貸業 ：オフィスビル・マンションの賃貸および総合管理

広告業ほか ：広告業、ゴルフ場運営、保険代理店業、リース業

前中間 
連結会計期間 
(百万円)

当中間
連結会計期間 
(百万円)

前連結会計年度
(百万円)

主な内容

消去又は全社の項目
に含めた配賦不能営
業費用の金額

542 565 1,138
連結財務諸表提出会
社の一般管理部門に
係る費用



(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 154円03銭 142円19銭 138円55銭

１株当たり中間(当期)

純利益
7円35銭 12円29銭 19円20銭

潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益

金額

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

 なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在しな

いため記載しておりませ

ん。

項目
前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(平成17年9月30日) (平成18年9月30日) (平成18年3月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) ― 6,183 ―

普通株式に係る純資産額(百万円) ― 6,061 ―

差額の主な内訳(百万円)

  少数株主持分 ― 122 ―

普通株式の発行済株式数(千株) ― 42,800 ―

普通株式の自己株式数(千株) ― 172 ―

1株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数(千株)
― 42,627 ―

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

連結損益計算書上の１株当たり中間(当期)純利益 7円35銭 12円29銭 19円20銭

中間(当期)純利益(百万円) 313 523 845

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万円）

 利益処分による役員賞与金 ― ― 27

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― 27

普通株式に係る中間(当期)純利益(百万円) 313 523 818

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,638 42,630 42,636



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 272 445 347

２ 売掛金 322 335 304

３ 分譲土地建物 9,867 7,989 6,727

４ その他 1,993 1,560 2,722

５ 貸倒引当金 △3 △2 △2

流動資産合計 12,451 28.7 10,328 24.8 10,099 24.5

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物 ※1.4 7,502 8,018 7,785

(2) 土地 ※4 12,160 12,902 12,480

(3) その他 ※1.4 1,337 21,001 1,506 22,427 1,193 21,459

２ 無形固定資産 700 682 697

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 2,508 3,082 3,332

(2) 差入敷金保証金 6,169 4,716 5,215

(3) その他 510 363 371

(4) 貸倒引当金 △0 9,188 △0 8,162 △0 8,919

固定資産合計 30,889 71.3 31,272 75.2 31,076 75.5

資産合計 43,341 100.0 41,600 100.0 41,176 100.0



 

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 買掛金 2,030 1,707 3,372

２ 短期借入金 15,575 14,965 8,060

３ 未払法人税等 271 93 767

４ 預り金 1,534 2,190 2,256

５ 賞与引当金 218 256 350

６ その他 ※3 2,455 2,537 3,188

流動負債合計 22,085 51.0 21,751 52.3 17,996 43.7

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 8,745 6,855 10,050

２ 再評価に係る繰延税金負債 ― 1,253 1,253

３ 退職給付引当金 1,347 1,368 1,367

４ 役員退任慰労引当金 93 62 61

５ 受入敷金保証金 4,363 3,997 4,200

６ その他 275 360 467

固定負債合計 14,824 34.2 13,897 33.4 17,400 42.3

負債合計 36,910 85.2 35,648 85.7 35,397 86.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,140 4.9 ― ― 2,140 5.2

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 538 ― 538

資本剰余金合計 538 1.2 ― ― 538 1.3

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 216 ― 216

２ 任意積立金 744 ― 744

３ 中間(当期)未処分利益 2,343 ― 2,857

利益剰余金合計 3,305 7.6 ― ― 3,819 9.3

Ⅳ 土地再評価差額金 △225 △0.5 ― ― △1,633 △4.0

Ⅴ その他有価証券評価差額金 680 1.6 ― ― 925 2.2

Ⅵ 自己株式 △8 △0.0 ― ― △11 △0.0

資本合計 6,430 14.8 ― ― 5,778 14.0

負債・資本合計 43,341 100.0 ― ― 41,176 100.0 

 



 
  

前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,140 5.1 ― ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 538 ―

    資本剰余金合計 ― ― 538 1.3 ― ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 216 ―

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 604 ―

    別途積立金 ― 139 ―

    繰越利益剰余金 ― 3,188 ―

    利益剰余金合計 ― ― 4,149 10.0 ― ―

 ４ 自己株式 ― ― △12 △0.0 ― ―

    株主資本合計 ― ― 6,815 16.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価差額金 ― ― 770 1.8 ― ―

 ２ 土地再評価差額金 ― ― △1,633 △3.9 ― ―

    評価・換算差額等合計 ― ― △863 △2.1 ― ―

    純資産合計 ― ― 5,952 14.3 ― ―

    負債純資産合計 ― ― 41,600 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間
前事業年度の 
要約損益計算書

( 自 平成17年４月１日 ( 自 平成18年４月１日 ( 自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日 ) 至 平成18年９月30日 ) 至 平成18年３月31日 )

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 営業収益 11,920 100.0 10,328 100.0 28,715 100.0

Ⅱ 営業原価 9,911 83.1 7,974 77.2 23,579 82.1

営業総利益 2,009 16.9 2,354 22.8 5,136 17.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,398 11.8 1,285 12.5 2,998 10.5

営業利益 611 5.1 1,068 10.3 2,137 7.4

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 9 8 17

２ その他 33 43 0.4 34 42 0.4 37 55 0.2

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 136 122 254

２ その他 5 141 1.2 11 134 1.2 40 294 1.0

経常利益 512 4.3 977 9.5 1,897 6.6

Ⅵ 特別利益

１ 営業譲渡益 ― ― 23

２ 役員退任慰労引当金戻入益 ― ― ― ― ― ― 40 63 0.2

Ⅶ 特別損失

１ 販売用不動産評価損 ― ― 237

２ 固定資産除却損 ※1 ― ― 17

３ 債権売却損 ※2 ― ― ― ― ― ― 250 505 1.7

税引前中間(当期)純利益 512 4.3 977 9.5 1,456 5.1

法人税、住民税及び事業税 196 5 878

法人税等調整額 17 213 1.8 402 408 4.0 △235 643 2.3

中間(当期)純利益 298 2.5 569 5.5 813 2.8

前期繰越利益 2,044 ― 2,044

中間(当期)未処分利益 2,343 ― 2,857



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

 平成18年３月31日残高(百万円) 2,140 538 538

 中間会計期間中の変動額

  剰余金の配当 ― ― ―

  役員賞与 ― ― ―

  中間純利益 ― ― ―

  自己株式の取得 ― ― ―

  株主資本以外の項目の中間 

  会計期間中の変動額(純額)
― ― ―

 中間会計期間中の変動額合計 

 (百万円)
― ― ―

 平成18年９月30日残高(百万円) 2,140 538 538

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

 平成18年３月31日残高(百万円) 216 604 139 2,857 3,819 △ 11 6,486

 中間会計期間中の変動額

  剰余金の配当 ― ― ― △ 213 △ 213 ― △ 213

  役員賞与 ― ― ― △ 25 △ 25 ― △ 25

  中間純利益 ― ― ― 569 569 ― 569

  自己株式の取得 ― ― ― ― ― △ 1 △ 1

  株主資本以外の項目の中間 

  会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ― ― ― ―

 中間会計期間中の変動額合計 

 (百万円)
― ― ― 330 330 △ 1 328

 平成18年９月30日残高(百万円) 216 604 139 3,188 4,149 △ 12 6,815

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 

評価差額金

土地再評価 

差額金

評価・換算 

差額等合計

 平成18年３月31日残高(百万円) 925 △ 1,633 △ 708 5,778

 中間会計期間中の変動額

  剰余金の配当 ― ― ― △ 213

  役員賞与 ― ― ― △ 25

  中間純利益 ― ― ― 569

  自己株式の取得 ― ― ― △ 1

  株主資本以外の項目の中間 

  会計期間中の変動額(純額)
△ 155 ― △ 155 △ 155

 中間会計期間中の変動額合計 

 (百万円)
△ 155 ― △ 155 173

 平成18年９月30日残高(百万円) 770 △ 1,633 △ 863 5,952



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

 償却原価法(定額法)

②子会社株式及び関連会社 

 株式

移動平均法による原価法

③その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

同  左

②子会社株式及び関連会社 

 株式

同  左

③その他有価証券

 時価のあるもの

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

(1) 有価証券

①満期保有目的の債券

同  左

②子会社株式及び関連会社 

 株式

同  左

③その他有価証券

 時価のあるもの

 決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

  時価のないもの

移動平均法による原価法

 なお、投資事業有限責

任組合およびそれに類す

る組合への出資（証券取

引法第２条２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合契

約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、

持分相当額で取り込む方

法によっております。

  時価のないもの

   同  左

 時価のないもの 

    同  左

 

(2) たな卸資産 

 分譲土地建物 

 個別法による原価法

(2) たな卸資産

 分譲土地建物

個別法による原価法（中

間貸借対照表価額は収益

性の低下による簿価切下

げの方法により算定）

(2) たな卸資産

 分譲土地建物

個別法による原価法

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

定率法

 ただし、賃貸用ビルお

よびゴルフ練習場ならび

に平成10年４月１日以降

取得した建物(附属設備を

除く)については定額法

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。

  建物   ７～50年

  構築物  ５～45年

  機械装置 ８～17年

(1) 有形固定資産

同  左

(1) 有形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウェア

(自社利用)については、

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同  左

(2) 無形固定資産

同  左



  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金      

 債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ

いては過去の貸倒実績率に

より算定した額を、貸倒懸

念債権等特定の債権につい

ては個別に評価した回収不

能債権額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同  左

(1) 貸倒引当金

同  左

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与支給にあて

るため、支給見込額を計上

しております。

(2) 賞与引当金

同  左

(2) 賞与引当金

同  左

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において

発生していると認められる

額を計上しております。

(3) 退職給付引当金 

    同  左

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生

していると認められる額を

計上しております。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌事

業年度から費用処理してお

ります。

 数理計算上の差異につい

ては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(11年)による定

率法により按分した額を、

それぞれ発生した年の翌事

業年度から費用処理してお

ります。

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

 過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による按分

額を定額法により費用処理

しております。

(4) 役員退任慰労引当金  

 役員の退任慰労金の支出

に備えるため、役員退任慰

労金内規に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。

(4) 役員退任慰労引当金  

    同  左

(4) 役員退任慰労引当金  

 役員の退任慰労金の支出

に備えるため、役員退任慰

労金内規に基づく期末要支

給額を計上しております。

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同  左 同  左



 
  

会計処理の変更 
  
  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当中間会計期間

に負担すべき消費税等は、

期間費用に計上しておりま

す。また、固定資産に係る

控除対象外の長期前払消費

税等は、５年間で均等償却

を行っております。 

 

消費税等の会計処理
同  左

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、

税抜方式を採用しておりま

す。なお、当事業年度に負

担すべき消費税等は、期間

費用に計上しております。

また、固定資産に係る控除

対象外の長期前払消費税等

は、５年間で均等償却を行

っております。 

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

       
    ―――――――――― 
 
 

(棚卸資産の評価に関する会計基準) 

 「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成18

年７月５日 企業会計基準第９号)

が平成20年３月31日以前に開始する

事業年度に係る財務諸表から適用で

きることになったことに伴い、当中

間会計期間から同会計基準を適用し

ております。 

 なお、この変更に伴う当中間会計

期間の損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 

 
   ―――――――――― 
 
 

    
    ――――――――――

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号)

および「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号)を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は5,952百万円でありま

す。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。 

 

  
   ――――――――――



 表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

（中間貸借対照表）

 前中間会計期間において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「投資有価証券」

（前中間会計期間1,183百万円）については、資産総額

の100分の５超となったため、当中間会計期間より区分

掲記しております。 

 

       ――――――――――

（みなし有価証券） 

「証券取引法の一部を改正する法律」（平成16年法律

第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12

月１日より適用となったことおよび「金融商品会計に

関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平

成17年２月15日付で改正されたことに伴い、前中間会

計期間末では投資その他の資産の「匿名組合出資金」

に含めていたみなし有価証券（前中間会計期間末600百

万円）を当中間会計期間末においては、「投資有価証

券」に含めております。この変更により、投資有価証

券は714百万円増加しております。

 

       ――――――――――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  
当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

１ 自己株式に関する事項 

   
(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加    4,184株 

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,764百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、6,113百万円でありま

す。

(※1) 有形固定資産の減価償却累計

額は、5,933 百万円でありま

す。

(2) 債務保証   

    

  ―――――――――――

(2) 債務保証

   

  ―――――――――――  

(2) 債務保証

  提携つなぎローン利用者の借入

債務31百万円に対する債務保証を

行っております。

(※3) 消費税等

仮払消費税等および仮受消費税

等は相殺のうえ差額を流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

(※3) 消費税等

同  左

(※3) 

    

  ――――――――――

(※4) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

  建物      1,126百万円

  土地      2,771百万円 
  その他       18百万円

(※4) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

  建物          1,096百万円

  土地      2,771百万円 
  その他       6百万円

(※4) 次の不動産信託に係るものが

 含まれております。

  建物       1,108百万円

  土地      2,771百万円 
 その他        7百万円
 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(※1) 

   ――――――――――

(※1)

   ――――――――――

(※1)固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。

建物 4百万円

その他 13百万円

合計 17百万円

(※2) 

  ――――――――――

(※2) 

  ――――――――――

(※2)債権売却損は、一括借上ビル

の敷金返還請求債権譲渡損失であ

ります。

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

(3) 減価償却実施額は次のとおりで

あります。

 

有形固定資産 251百万円

無形固定資産 18百万円

合計 270百万円

 
 

有形固定資産 264百万円

無形固定資産 24百万円

合計 288百万円

 
 

有形固定資産 504百万円

無形固定資産 40百万円

合計 545百万円

株式の種類
前事業年度末 
株式数

当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計期間末 
株式数

普通株式(株) 36,092 4,184 ― 40,276



(リース取引関係) 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ リース物件の所有
権が借主に移転す
ると認められるも
の以外のファイナ
ンス・リース取引

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

187 116 70

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および中間期
末残高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

中間期 

末残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

148 105 42

(2) 未経過リース料中間期
末残高相当額

 

(1) リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計
額相当額および期末残
高相当額

取得 

価額 

相当額 

(百万円)

減価 

償却 

累計額 

相当額 

(百万円)

期末 

残高 

相当額 

(百万円)

有形固 

定資産 

(その他)

165 108 57

(2) 未経過リース料期末残
高相当額

 

１年以内 35百万円
１年超 34百万円

合計 70百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料中間期末残高相当額」
は、未経過リース料中間期
末残高の有形固定資産中間
期末残高等に占める割合が
低いため、中間財務諸表等
規則第５条の３において準
用する財務諸表等規則第８
条の６第２項の規定に基づ
き、「支払利子込み法」に
より算定しております。

 

１年以内 24百万円
１年超 17百万円

合計 42百万円

同  左
 

１年以内 33百万円
１年超 23百万円

合計 57百万円

なお、「取得価額相当
額」および「未経過リース
料期末残高相当額」は、未
経過リース料期末残高の有
形固定資産期末残高等に占
める割合が低いため、財務
諸表等規則第８条の６第２
項の規定に基づき、「支払
利子込み法」により算定し
ております。

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

(3) 支払リース料および減
価償却費相当額

 

支払リース 
料

23百万円

減価償却費 
相当額

23百万円

支払リース 
料

18百万円

減価償却費 
相当額

18百万円

支払リース 
料

43百万円

減価償却費 
相当額

43百万円

(4) 減価償却費相当額の算
定方法
リース期間を耐用年数
とし、残存価額を零とす
る定額法によっておりま
す。

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

(4) 減価償却費相当額の算
定方法

同  左

２ 転貸リース取引 (1) 未経過支払リース料
１年以内 1,586百万円
１年超 3,337百万円

合計 4,923百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,459百万円
１年超 2,470百万円

合計 3,929百万円

(1) 未経過支払リース料
１年以内 1,502百万円
１年超 2,816百万円

合計 4,319百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,586百万円
１年超 3,337百万円

合計 4,923百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,459百万円
１年超 2,470百万円

合計 3,929百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 1,502百万円
１年超 2,816百万円

合計 4,319百万円



 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ オペレーティング
  ・リース取引

 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,446百万円
１年超 10,502百万円

合計 12,948百万円
 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 2,916百万円
１年超 9,804百万円

合計 12,721百万円
 

(1) 未経過支払リース料
１年以内 3,153百万円
１年超 10,230百万円

合計 13,383百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 619百万円

合計 872百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 253百万円
１年超 498百万円

合計 751百万円

(2) 未経過受取リース料
１年以内 385百万円
１年超 558百万円

合計 944百万円

なお、リース料の確定し
ていないものは、注記の対
象から除いております。

なお、リース料の確定し
ていないものについては、
注記金額に見積金額を含め
ております。

なお、リース料の確定し
ていないものについては、
注記金額に見積金額を含め
ております。



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間連結会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 
  

(1)
有価証券報告書及びその
添付書類

事業年度 
(第42期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、小田急不動産株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月1日から平成17年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   鹿  島  か お る  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月11日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析

的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務

諸表の作成基準に準拠して、小田急不動産株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月1日から平成18年９月30日まで)の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準

を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第42期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、小田急不動産株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成17年４月1日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   鹿  島  か お る  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月11日

小田急不動産株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている小田急不動産株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第43期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監

査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作

成基準に準拠して、小田急不動産株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する

中間会計期間(平成18年４月1日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準を適

用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

  

以上

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   小  野  隆  良  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   成  田  智  弘  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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